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 3.1 家計支出以上に産業生産額は増加 
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 3.3 少子化が進む中で支出額が伸びる子育て経費 
4. 供給面からみた人口オーナスと産業・企業 
 4.1 働き手が減少するなかで高まる労働需要 

















 本稿の構成は以下の通りである。第 2 節では、人口オーナスの概念を整理するとともに、
＜論文＞ 













 日本の人口は 2005 年を境に減少傾向にあるが、どの年齢層も同じように減少していく
わけではない。人口を年少人口（15 歳未満）、生産年齢人口（15 歳以上 65 歳未満）、老年
人口（65 歳以上）の 3 つに区分すると、今後、日本の人口構成には以下の変化が起きる。
すなわち、①少子化によって年少人口割合が徐々に低下し（国立社会保障・人口問題研究
所の推計では 2005 年の 13.8％から 2030 年には 9.7％に、2050 年には 8.6％に低下）、②
高齢化の進展による老年人口割合が急テンポで上昇し（2005 年 20.2％から 2030 年には
31.8％、2050 年には 39.6％に上昇）、③現在の少子化が今後生産年齢人口の減少を招くこ







るわけだから、成長にプラスとなる。5 人家族で夫婦 2 人が働いて家計を支えていたのが、
子供が働き始めて、働き手が 3 人、4 人と増えていけば家計は楽になるのと同じである。 
 人口オーナスは全く逆である。人口に占める生産年齢人口の比率が低下すると、成長に
マイナスとなる。5 人家族で 4 人働いていたのが、お父さんとお母さんが引退していって、








 他方、1990 年後半からの従属人口指数は上昇傾向にある。今から 20 年後の従属人口指
数は、1950 年と同水準となるが、従属人口指数の内容は、50 年前と大きく異なる。50 年
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の中に主要 49 カ国の従属人口指数の現在（2005 年）と 2050 年の姿が示されている（元
データは国連の人口予測、2006 年版。ただし本稿では日本は国立社会保障・人口問題研究
所の推計を使っている）。 
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図 1 これまでの人口ボーナス、今後の人口オーナス 
 
（備考）2008 年以降は将来人口推計による。従属人口指数＝（0～14 歳人口
＋65 歳以上人口）／15～64 歳人口、年少人口指数＝0～14 歳人口／































































































































































































 第 1 に指摘できるのは、人口オーナスの進展は、若い人たちに比べて高齢者のほうが多
く消費する分野が伸びるということである。 
 総務省「全国消費実態調査」（2004 年）により、世帯主だけが働いている夫婦 2 人世帯
の消費支出額1を世帯主の年齢別にみたのが図 3 である。 
 この図から、高齢者世帯においては、医療関係の支出（項目としては「保健医療」に分
類される）が相対的に多いことが読み取れる。50 歳代における保健医療支出額を 100 と
すると、60 歳代では 125、70 歳以上では 156 となる。高齢者夫婦世帯においても、50 歳
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2007 年度時点では約 13％と食料に対する消費額のウェイトを上回っている。 
 医療福祉分野への需要の高まりにより、関連産業の成長も見込まれる。後でみるように、






 第 2 に指摘できることは、消費量が減少しても質が良い（付加価値が高い）商品やサー
ビスを人々が消費するようになれば、今後の消費額は減少せずむしろ増加すると考えられ
ることである。 
 まず、世帯主の年齢が高いほど購入単価が高くなる品目がある。図 4 は、世帯主が 20
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計支出額が増加しており、今後も増加すると考えられる。 
 
図 5 子供の数による教育関係費の経常収入に対する割合の推移 
 















2007 年においても上昇し、2008 年においても高い水準で推移した。 
 今後需要が伸びると考えられる医療・福祉分野は、就業者数の絶対数および伸びにおい
てすでに全産業のなかで大きいウェイトを占めている。2007 年の医療福祉分野の就業者数
は 579 万人に達しており、これは、サービス産業では卸売・小売業（1,113 万人）に次ぐ

























Journal of Innovation Management No.6 - 96 - 








































ことである。総務省「就業構造基本調査」によると 2002 年から 2007 年にかけて、仕事を
「主」とする働き方で働く女性の割合が、学歴に関係なく上昇した（図 6）。大卒以上の場
合には、仕事を「主」とする働き方で働く人は 2002 年に比較して、すべての年齢層で割
合を高めている。30 歳代後半に 50％となり、40 歳代に入ると 40％後半とやや低下したあ
とは、横ばいである。一方、高卒や短大を卒業した女性は、35～39 歳で「主」としての働
き方で働く人の割合が 2002 年と同水準の 40％になるが、40 歳代後半には、「主」として
働く比率も、「従」として働く人の割合も 2002 年に比較して上昇している。 
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は 1996 年に短大進学率を上回り、2000 年には 3 割を超え（31.5％）、2007 年には 4 割を
超えた（40.6％）。高学歴の女性の働き方として「主」として働く割合が 2002 年から 2007
年にかけて高まったことを考えれば、大学卒業生の増加は高学歴女性労働者の増加となる。
2007 年時点で 30～34 歳の層は 5 年後には 35～39 歳となる。仮に、35～39 歳の大卒以上
女性の就業割合（2007 年で 57.7％）が 5 年後に変わらないとしても、分母となる大学卒
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